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はじめに

中国は1978年に「改革開放」に舵を切って以
降、「輸出主導型工業化」戦略の下で高成長を
実現した。とりわけ2001年のWTO加盟後は輸
出額が大幅に増加し、中国は「世界の工場」と
呼ばれるようになり、「開放経済」体制は発展
してきた。しかし、輸出と外資は沿海地域に集
中し、内陸地域の工業化は遅れ、地域間経済格
差が拡大した。そこで政府は、中国全域の「共
同富裕」の実現を目指して、後進地域の経済発
展を支援するための地域政策を展開してきた。
「西部大開発」「中部崛起」「東北振興」などの
支援政策は、内陸地域の特性を活かし、資源産
業を中心とした工業化および都市化を図ろうと
するものであった。

本研究の課題は、中国における2000年以降
の内陸地域の経済成長パターンおよび産業構造
の変化を検討することにある。第1節では、内
陸地域の経済成長の課題を議論する。マクロ
データから、2002〜2017年の内陸地域の経済
成長および地域間格差の変化を分析する。第2
節では、地域の経済成長パターンおよび産業構
造を分析するために多地域間産業連関表を作成
し、本研究で使用するデータとモデルを紹介す
る。第３節では、内陸地域と沿海地域それぞれ
の産出額の増加要因（成長要因）を検出し、沿
海地域と内陸地域の成長パターンを比較する。

そのうえで、内陸地域の産業構造の変化に注目
し、内陸各地域の産出増加を主導した産業およ
びその主導産業の成長要因を探る。

 1. 地域間経済格差の拡大と
内陸地域経済成長の課題

前述のように1978年の改革開放以降、地域
的優先策による経済発展戦略が展開された。そ
の成果は著しいものであったが、その反面で両
地域の経済格差は拡大した。本節では、まずマ
クロ経済データから経済格差を概観する。次に、
この経済格差を縮小するための内陸地域の経済
成長の課題について、先行研究を参考にしなが
ら検討する。

最初に、本研究における地域の区分について
予め明らかにしておく。中国の地域区分につい
ては、華北、東北、華東、中南、西南、西北と
いった６つの地域区分がよく使われる。他にも
東北、北部沿海、東部沿海、南部沿海、黄河中
遊、長江中遊、西南地域、大西北地域といった
8大経済地域区分1もある。

本研究は多地域間産業連関表を作成する必
───────────
1 8大経済地域は第11次５ヵ年計画（200６〜2010年）

に提出され、国務院『地域協調発展的戦略和政策』
に収録される。新たな経済発展状況に応じ、各
地域の産業構造の特徴によって、全国を8大経済
地域に区分する。
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要があるため、中国多地域間産業連関表の地
域区分を使う（表1）。これは日本アジア経済
研究所と中国国家信息中心（State Information 
Center）が200３年と200５年に発行した、1997
年と2000年の中国多地域産業連関表の地域区
分である。中国統計出版社が発行した2002年、
2007年の多地域間産業連関表もこの地域区分

を使用している。
この地域区分は、全国３0地域（チベットを

除き、省自治区直轄市単位）を以下の8地域に
分けている。本研究では、北部沿海、東部沿海、
南部沿海と京津地域を沿海地域とし、中部地域、
西南地域、西北地域を内陸地域とする。なお東
北地域はその歴史的特殊性により別記される。

1.1　地域間格差の変化
まずマクロ経済指標によって、沿海地域と内

陸地域の経済成長と地域間経済格差の推移を分
析する。

表2に示したように、2002〜2017年の1５年間
で沿海地域の人口数の増加は内陸地域のそれを
上回っている。一人当たりGRPは、その数値
の最も高い京津地域を1として、各地域の相対
値を示している。これによれば、東北地域を除
き一人当たりGRPは増加し、わずかであるが
地域間の所得格差の縮小傾向が見られる。そ
して生産額の全国シェアでは、中部地域の生産
額シェアの増加が最大で、2017年では同地域
の生産額は東部沿海地域を上回って全国一位と
なった。

一方、輸出シェアについては、内陸地域のシェ
アの増加はわずかである。2002〜2017年の間
では、東部と南部の沿岸地域は依然として全国

の輸出シェアの7割を占めている。外資誘致額
シェアもほぼ同じ動向で、内陸地域はわずかの
増加であり、外資誘致額の約６割は依然として
東部、南部の両沿海地域に集中している。

以上のように、わずかであるが地域間所得格
差の縮小傾向が見られる。この地域間格差は地
域内格差を含んでいる。地域間格差と地域内
格差の関連を見るために、タイル尺度（Theil 
index）を利用する２。タイル尺度は以下の式①
で求められる。

表1　『中国地域投入産出表』による地域区分

地域分類 地 域 省 ・ 市 ・ 自 治 区

- 東北地域 黒龍江、吉林、遼寧

沿海地域

北部沿海 河北、山東

東部沿海 江蘇、上海、浙江

南部沿海 福建、広東、海南

京津地域 北京、天津

内陸地域

中部地域 山西、河南、安徽、湖南、江西、湖北

西南地域 四川、広西、重慶、雲南、貴州

西北地域 内蒙古、青海、新疆、甘粛、陝西、寧夏

（出所）張亜雄・斉舒暢（2011）『2002、2007年中国区域間投入産出表』から著者作成。

───────────
2 タイル尺度を用いた地域間の所得格差の研究と

して、蔡・都（2000）および王・欧陽（2007）な
どがある。これらは本論文とは異なる地域区分
を用いている。

T=∑ｒ∑i（     ）ln（       ）　　①Pri/P

Yｒi
 Y

Yri/Y
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Yriはr地 域 に あ るi省 のGRP、Yは 全 国 の
GDP、Priはr地域にあるi省の人口数、Pは全
国の人口数を表す。この式に基づいて３0省自
治区直轄市間のタイル尺度を算出する。ここで
のタイル尺度は人口シェアと所得シェアを用い
て、省間所得格差を測るものである。全ての
省の所得シェアが人口シェアと全く同じ場合に
は、1人あたりGRPは各省では同一になり、省
間の所得格差はないということになる。この場
合は、タイル尺度はゼロの値をとる。タイル
尺度は、省間で1人当たりのGRPの差異が大き
ければ大きいほど高い値をとる（「タイル尺度」
については秋田・川村（2001）、Akita（200３）。
を参照）。葉・藤川（2008）は、式①のタイル
尺度を各地域内の所得格差と地域間の所得格差

に分解し、タイル尺度を求めている。式②の前
項は地域ブロック内の格差を示し、後項は地域
ブロック間の格差を示す。

ここでYriはr地域にあるi省のGRP、Yrはr
地域のGRP、Yは全国GDPである。Priはr地
域にあるi省の人口数、Prはr地域の人口数、P
は全国の人口数を表す。

図1はタイル尺度で、2002年〜2019年の地域
ブロック内所得格差と地域ブロック間所得格差
の推移を示している。これによれば、沿海地域
と内陸部地域の間の所得格差は沿海地域内もし
くは内陸部地域内の省間の所得格差より大き

表２　各地域の経済力

（出所）国家統計局『中国統計年鑑』から著者作成。

地域
分類 地域 年 総人口

（万人）
1人当たりGRP

（ 京 津 地 域 を
１ と す る ）

産業連関表ベー
ス 総 生 産 額 の
全 国 シ ェ ア

（％）

輸 出 額 の
全 国 シ ェ ア

（％）

外 資 誘 致 額 の
全 国 シ ェ ア

（％）

- 東北
2002 10, 715 0．4 8．8 4．95 9．59
2017 10, 875 0．4 5．8 2．41 5．63

沿海
地域

京津
2002 2, 430 1 5．5 7．45 8．57
2017 3, 728 1 5．8 4．51 10．75

北部
2002 15, 817 0．39 13．8 7．90 6．54
2017 17, 526 0．49 14．7 7．88 5．8

東部
2002 13, 895 0．66 22．9 30．69 31
2017 16, 104 0．84 20．6 37．27 30．99

南部
2002 13, 121 0．53 16．3 41．98 31．94
2017 16, 006 0．63 14．7 32．35 30．44

内陸
地域

中部
2002 35, 574 0．24 17．7 3．43 6．44
2017 36, 900 0．38 21．2 7．69 8．7

西北
2002 11, 583 0．25 5．6 1．39 2．02
2017 12, 715 0．39 6．1 2．34 2．87

西南
2002 24, 184 0．21 9．4 2．21 3．9
2017 24, 980 0．34 11．1 5．55 4．82

T=∑r（     ）∑i（     ）ｌn　       +∑i（     ）ｌn（       ） ②Yr
 Y

Yr
 Y

Yri
 Yr

Yri/Pri
Yr/Pr

Yr/Pr
Y/P

3比例成長乖離分析による中国の内陸地域の経済成長に関する考察
-地域成長パターンの差異を中心に-



い。したがって既述のように、2002年以降中
国の地域間所得格差は縮小傾向を示してはいる
が、沿海部地域と内陸部地域の地域間所得格差
は依然として大きい。しかも2014年以降は地
域間所得格差の縮小傾向が停滞し、逆に微増さ

えしている。これには2014年に政府が提起し
た「新常態」３ 経済へ移行、すなわち従来の高
い成長率を盲目的に追求するのではなく、新段
階の中国に対応した安定的成長路線への転換戦
略が影響を及ぼしていると考えられる。

1.２　内陸部地域の経済成長の課題
「新常態」戦略のもとで内陸部地域の経済成

長はいかなる方向を目指すことができ、また
目指すべきなのだろうか。加藤（200３）によれ
ば、地域経済成長には初期条件、集中・集積メ
カニズム４、地域政策、グローバル化の4つの要
因が大きく作用する。中国では地理などの初期
条件によって、19世紀の近代化時期から内陸
地域は沿海地域に対して遅れていた。また海に
アクセスできない内陸都市は改革開放初期の開
放都市に選ばれなかった。このため外資の誘致

や輸出において内陸部と沿海部とのさらなる不
均衡を招いた。さらに「先富論」が期待したよ
うな沿海地域から内陸地域の経済成長の波及
効果は、短期間では実現できない（Brun et. al, 
2002）。

そこで内陸地域の経済成長の戦略課題は、沿
海地域のような輸出と外資の主導性を重視する
のか、それとも内陸地域に独自な成長パターン
を探すのか、ということになる。このようなな
かで2000年代初頭から内陸地域の「開放経済」
が議論されてきた（関、2000；丁、2008；王・
姜2008）。そして201５年に、中央国務院は外資、
貿易、｢走出去｣（国内企業の対外投資）、｢一帯
一路｣ などに関する「意見」５ において、内陸
地域の「開放経済」実現の諸課題を以下のよう
に提起した。すなわち内陸地域の中心都市と都

───────────

───────────

３ 中国経済の新常態（New normal）は、2014年に
提起され、同年の中央経済会議で内容が明確に
された。従来の高成長経済から中高速の安定成
長経済への転換を指す。

4 集中・集積メカニズムとは、Krugmanに代表さ
れる「空間経済学」の理論であり、収穫逓増、輸
送費、需要の３つの要因が相互に作用しあって、
特定地域に生産が集中するメカニズムを指す。

５ 『中共中央国務院関于構建開放型経済新体制的若
干意見』（201５）。

図1　地域内所得格差と地域間所得格差の推移（２00２〜２019年）
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（出所）国家統計局『中国統計年鑑』から著者作成。
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市群に、加工貿易に関わる産業クラスターを形
成する、内陸地域の交通運輸ネットワークを拡
大し、河川・海運、空運、鉄道などの複合運送
方式を発展させ、東西を横断し、南北を連結す
る対外経済の回廊を形成させる、などである。

しかし、輸送コストの上昇、不十分な市場
化改革、地域間の交流と競争の欠如は、内陸
地域の「開放経済」発展を阻害している（丁、
2008）。また内陸地域の「開放経済」を発展す
るさせには、改革開放初期の沿海地域とは異な
り、国際的な競争のみならず、国内他地域と
の市場競争にも対応しなければならない。陳
（2010）は、経済的に後発の地域の開放とは、
外国のみならず、沿海地域や他の内陸地域に対
する開放だとする。

また内陸部地域の産業構造の現状について小
林（2012）は、労働集約型の紡績業、資本集約
型の機械製造業においては、東部沿海地域は依
然として比較優位を失っていないとする。三浦
（2012）も、中西部への輸出・生産拠点の移転
は進まず、東部沿海地域は産業集積や労働市場
の分断による賃金の低下などによって比較優位
性を維持しているという。張・程（201５）は、
工業化が遅れている内陸地域では国際分業にお
ける低付加価値の工程部分を引き受けるだけ
で、多くの産業は沿海地域や国境の都市に依存
している。

以上から内陸地域においては、沿海地域の成
長モデルを実現するのが困難であり、内陸地域
自身の優位性を発揮できる独自の成長モデルが
求められる。それ解明するには、内陸地域の経
済成長のパターン及び産業構造について、沿岸
地域のそれと比較、検討する必要がある。

２.　モデルとデータ

本研究は内陸地域の経済成長パターンと産業
構造を沿岸地域のそれと比較するために、産業
連関表を利用する。そのためのデータとモデル
を紹介する。

２.1　多地域産業連関表（MRIO：Multi-Regional 
Input-Output Models）
19５1年にウォルター・アイザード（Walter 

Isard）は初めて地域分析および地域間分析に
限定した多地域産業連表（以下MRIO）を作成
した。中国の多地域産業連関表の作成は遅れて
い る。Ichimura & Wang（200３）は1987年 の
中国MRIOを作成し、日本アジア経済研究所と
中国国家信息中心（State Information Center）
が200３年と200５年に、1997年と2000年の中国
MRIOを作成した。

最近では中国の地域経済研究にはMRIOは盛
んに使われている。たとえば、日置（2004）は、
1987年と1997年のMRIOを使い、沿海地域か
ら内陸地域の生産誘発効果を計測し、最終需要
から誘発された生産額と産出乗数を求めた。そ
れによれば、中部地域には沿海地域からの波及
効果があったが、西部地域への波及効果は極め
て弱かった。石ら（200６）は、2000年のMRIO
を用いて、沿海地域は非自地域市場（国際市場
と国内他地域市場）に依存する一方で、内陸地
域は自地域市場に依存していることを明らかに
し、貿易競争力の差異が地域間格差を拡大させ
た一因であると主張した。

また中国統計出版社（China Statistics Press）
は2011年に『2002年、2007年中国区域間投入
産出表』（編集者、張亜雄・斉舒暢）を発行し
た。2002年、2007年 のMRIOは1997年、2000
年のMRIOと同様な地域分類を使用した8地域
のMRIOであり（表３）、産業数６ は17である。
なお、2002年、2007年のMRIOでは、地域の
最終需要は農村住民消費支出、都市住民消費
支出、政府支出、固定資本形成 ７ と在庫 ８ から
構成される。その他は誤差を表す。この2002

───────────
６ 17産業とは、農業、採掘業、食品製造・煙草加

工業、紡績アパレル業、木材加工・家具製造業、
製紙印刷文教用品製造業、化学工業、非金属鉱
物製品業、金属製品業、機械工業、交通運輸設
備製造業、電子・電機通信設備製造業、その他
の製造業、電力・ガス・水供給業、建築業、商業・
運輸業とその他のサービス業の17産業である。
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年と2007年の表を基づいて、斉・陳（2017）、
潘（201５）は、地域間の経済波及効果の分析を

進めた。

本研究では、国家統計局国民経済核算司が
201５年、2019年 に 発 行 し た2012年 と2017年
の『中国地区投入産出表』（表4）と2007年の
MRIOを ベ ー ス に2012年、2017年 のMRIOを
作成する９。産業連関表は国内需要に対する供
給を国産財と輸入財に区別する非競争輸入型
産 業 連 関 表（Non-Competitive Input-Output 
Table）と国産財と輸入財を区別しない競争輸
入 型 産 業 連 関 表（Competitive Input-Output 
Table）の2種 類 が あ る。2002年、2007年 の

MRIOは非競争型産業連関表であり、輸入財
を中間投入として扱う（表３）。一方、2012年、
2017年の『中国地域投入産出表』は競争輸入型
産業連関表であり、輸入は需要要因として扱う
（表4）。本研究では、地域の生産において、輸
入財と国産財（移入財を含む）は競合している
と仮定し、2002、2007年のMRIOを競争輸入
型産業連関表（表５）に転換して分析を行う。

表4の『中国地域投入産出表』は、一国内で
あっても省・市・自治区が異なれば経済圏が異
なると仮定する。越境の国内取引は、その移動
方向によって、それぞれ「移出」と「移入」と
定義する。他方、MRIO（表３、表５）では、地
域間の取引、いわゆる越境の国内取引は中間投
入に含まれるため、「移出」と「移入」は必要が
ない。競争投入型のMRIO（表５）を行方向は、
ある地域で生産された財がどの地域にどれだけ
販売されたを示している。左側から、中間需要

表３　２00２年、２007年中国多地域間産業連関表（非競争輸入型）

（出所）張亜雄・斉舒暢（2011）『2002、2007年中国区域間投入産出表』から著者作成。

中 間 需 要 最 終 需 要

その
他

総産
出東北 京津 北部 東部 南部 中部 西北 西南

東北 … 西南

在庫 輸出農村
住民
消費
支出

都市
住民
消費
支出

政府
支出

固定
資本
形成 … …

中間
投入

東北

京津

北部

東部

南部

中部

西北

西南

輸入

付加価値

総 投 入

───────────
7 固定資本形成は有形固定資本形成と無形固定資

本形成からなり、前者は一定期間中に完成した
構築物、設備投資、不動産購入、土地改造など
を含む。無形固定資本形成はソフトウェアの購
入などを含む。

8 在庫には生産部門が購入した原材料やエネル
ギーなどが含まれる。

9 作成方法および実質化の方法はAPPENDIXを参
照。
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が東北、京津、北部、東部、南部、中部、西北
と西南と地域別に並び、その隣に最終需要が同
様に東北から西南までと地域別に並び、次に在
庫および輸出が並ぶ。最終需要のその右に輸入
とその他が並び、最右行がこれらの合計である
地域の総算出である。表を列方向に見れば、財

を生産するのにどの地域からどれだけ投入され
たを示している。上から、中間投入が東北から
西南までと地域別に並び、その下に付加価値、
最下行がこれらの合計である地域の総投入であ
る10。地域の総産出と総投入は一致する。

表４　中国地区投入産出表

表５　中国多地域間産業連関表（競争輸入型）

（出所）国家統計局経済核算司（201５）『2012年中国地区投入産出表』から著者作成。

（出所）著者作成。

例：北京市

中 間 需 要 最 終 需 要

輸入 移入 そ の
他

総 産
出農業 採 掘

業 …

そ の
他 の
サ ー
ビ ス
業

農 村
住 民
消 費
支出

都 市
住 民
消 費
支出

政 府
支出

固 定
資 本
形成

在庫 輸出 移出

中間投入

農 業

… … … … … … … … …

採 掘 業

…

その他の
サービス
業

付 加 価 値

総 投 入 …

中 間 需 要 最 終 需 要

輸 入 そ の
他

総 産
出東北 … 西南

東 北 … 西 南

在 庫 輸 出農村
住民
消費
支出

都市
住民
消費
支出

政府
支出

固定
資本
形成

… … … … …

中 間
投 入

東 北 …

京 津 …

北 部 …

東 部 …

南 部 …

中 部 …

西 北 …

西 南 …

付 加 価 値

総 投 入

例：北京市

中 間 需 要 最 終 需 要

輸入 移入 そ の
他

総 産
出農業 採 掘

業 …

そ の
他 の
サ ー
ビ ス
業

農 村
住 民
消 費
支出

都 市
住 民
消 費
支出

政 府
支出

固 定
資 本
形成

在庫 輸出 移出

中間投入

農 業

… … … … … … … … …

採 掘 業

…

その他の
サービス
業

付 加 価 値

総 投 入 …

───────────
10 藤川（200５、200-201ページ）。
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２.２ MRIOによるDPG分析
本研究では、中国における2000年以降の内

陸地域の経済成長パターンおよび産業構造の変
化を検討するため、2002年、2007年、2012年
および2017年の中国MRIOを用いて、DPG分
析を行う。DPG（Deviation from Proportional 
Growth：比例成長乖離）とは、各産業が比例
的に成長、すなわち産業構造が変化しない仮想
状況を基準に計測する現実の産業構造との乖離
である。この乖離値を計算し、乖離がプラスの
産業は成長産業、マイナスの産業を衰退産業と
定義する。特に大きなプラスを示す産業は、産
業構造の変化を主導したとして「主導産業」と
定義する。DPG分析は生産額の変化をもたら
した需要要因を最終需要、輸入、輸出、生産技
術に分解することができる。

DPG分析による地域経済に関する先行研究
のなかで、胡（2004）は2000年のMRIOを用い
て、産業構造の地域間差異を解明した。それに
よれば、沿海部と比較して内陸地域の工業化が
遅れた重要な要因は輸出と中間投入11の違いで
あり、消費や投資などの地域内需要はむしろ格
差を縮小したという。これに対して金澤（201６）
は、2002年と2007年のMRIOを用いて、中間
投入、最終需要および輸出の需要面から産業構
造を分析した。それによれば、東北、中部、西
北、西南の4地域は中間投入としての財・サー
ビスの地域間取引を増加させたが、域内最終需
要は4地域のいずれにおいても、地域経済の牽
引力としては、2002年と比べると2007年には
低下した。

このように先行研究は、地域間格差の縮小お
よび内陸地域の経済成長における最終需要要因
の働きについて、対象とした研究期間の違いに
よって結論は異なる。本研究では、研究期間を
2017年まで伸ばし、2002年〜2017年の1５年間
を５年ごとの３期間とし、DPG分析により３期
間における内陸地域と沿海地域の成長パターン
の差異を明らかにする。さらに内陸地域の産業
構造の変化に注目し、その主導産業および成長
要因を明らかにする。

D P G モデルといった S D A （ St r u c t u r e 
Decomposition Analysis：構造分解分析）につ
いては、Chenery（19６0）、Chenery et al.（19６2）
がモデルの基礎を作り、Syrquin（197５）およ
びDietzenbacher and Los（1998）によって発
展してきており、経済成長、貿易、就業、環
境問題などの分野に応用されている。一方こ
のモデルは、計測結果の唯一性、各要因のウ
エイトと独立性（李、2004）という限界をもつ
が、先行研究との比較が容易であることから、
Cheneryの研究手法を本稿では用いることとす
る。本研究では、地域の各需要要因が相互に影
響しあうことなく、相互に独立することを仮定
する。

Chenery et al.（19６2）のモデルは、以下のと
おりである。

生産額の変化を次の4つの要因の関数として
表す。①最終需要の変化、②輸出量の変化、③
輸入量の変化1２、④技術の変化である。生産の
比例成長から計算された現実との偏差を測定
し、偏差を以上の4つの要因に分解する。

まず、生産額の変化は行列表示では

である1３。その中、λを

───────────

───────────

11 胡（2004）では、中間需要の輸入部分をDPGの
要因の一つとして用いていた。このこと自体は
胡（2004）の研究の優位性である。しかし、一方で、
「輸入に関しては中間需要輸入と最終需要輸入が
データ上区分不可能であるため、ー略ー区別せ
ず輸入総額対国内総需要の総合輸入係数を用い
ている」（pp. 2５）。つまり、各地域の中間需要と
最終需要を域内および域外の数値に分離する際
に、各地域で同一の総合輸入係数を用いて推計
したため、各地域の中間需要の本来の動きを必
ずしも捉えていない点に限界をもつ。

12 輸入の変化については、Chenery et al. （19６2）
は生産額成長率を用いて測ったが、実際には純
輸出を含む国内総需要に対する輸入の大きさで
表すのが正確である。

⊿Xi
12=∑jrij（⊿Yj

12+⊿Ej12-⊿Mj12-λTj12）　③2
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と定義する。λは第1期と第2期の最終需要
の比率である。公式③の各項は以下に定義する。

⊿Xi
1２はi地域の第1期から第2期の生産額

の変化、rij
２は第2期のレオンチェフ逆行列、

⊿Yi
1２は最終需要の変化、⊿Ei

1２は輸出の変化、
⊿Mi

1２輸入の変化、Tj
1２は第1期と第2期の間の

技術変化による中間投入の変化である。
各要因について、確認しておく。輸入代替要

因（-⊿Mj
1２）を産出高増加のマイナス要因とし

て扱う。産業連関表の横方向は産出物の販路構
成を示しており、それは中間需要、最終需要、
純輸出（輸出-輸入）の総額であり、輸入は総
産出額の減少となる。したがって、当該地域に
おいて輸入が減少する（輸入代替が増加する）
場合には、総生産額が増加することになる。

また技術変化1４-λTj
1２については、地域産業

連関分析では、ある地域において、

の式が成立する。そしてY+E-M＝F、レオ
ンチェフ逆行列r=（I-a）-1と定義する。

一方、DPG分析では、ある地域の第1期から
第2期の生産額の変化は

である。
第1期から第2期のFベクトルの変化⊿F1２に

ついては、
⊿F1２=F２-λF1 , F２=⊿F1２+λF1が 成 立 す

る。
上式を生産額の変化の公式⑥に代入、

公式⑦の第2項の  λ（r２-r1）F1を変換する。
レ オ ン チ ェ フ 逆 行 列  r を 展 開 す る と 、

r２-r1=-r２（a1-a２）r1が成立する。
そして、産業連関分析では、r1 F1＝X1が成

立する。公式⑦を第2項に代入すると、

上式⑧の（a1-a２）X1を第1期から第2期の技
術変化T1２と定義し、したがって、

T1２は技術の変化によるある中間財の使用の
変化を意味する。したがって、中間投入の変化
Tj

1２がマイナスの値をとる場合（第2期の中間
投入は第1期より多いこと）、技術要因を表す
-λTj

1２がプラスの値になる。このことは、総
生産額の変化（⊿Xi

1２）の増加に貢献したこと
を意味する。

３.　内陸地域経済成長パターンと産業構造

本節では、まず沿海地域と内陸地域の経済成
長パターンを比較し、沿海地域で大きな成功を
収めた「輸出主導工業化」に対し、内陸地域に
おける「開放経済」の現状を明らかにする。次
に内陸地域の主導産業と衰退産業を特定し、主

───────────
1３ 胡（2004）では、脚注11に見たように、中間需

要を国内と海外に分割するように試みているが、
必ずしも成功しているとは言えない。本稿では、
データの頑健性を優先し、輸入を中間財と最終
財とに分けない。

14 Chenery, H. B. et al.（19６2, pp12３-127）では、
技術変化、すなわち投入係数が変化する原因を、
新商品の開発（中間投入品の代替）、効率性の増
加、労働生産性の増加に求めた。

λ＝∑iYi  ⁄∑iYi
1 　④

2

⊿Xi
12=Xi

2-λXi
１

⊿Yi
12=Yi

2-λYi
１

⊿Ei
12=Ei

2-λEi
１

⊿Mi
12=Mi

2-λMi
１

Tj
12=∑（ajk-ajk ） Xk

１１ 2

k

X=（I-a）-1 （Y+E-M）　　⑤

⊿X12=X2-λX1=r2 F2-λr1 F1　　⑥

⊿X12=r2⊿F12+λr2F1-λr1F1=r2⊿F12+λ（r2-r1）F1  ⑦

λ（r２-r１）F１=λr２（a２-a１）r１F１=-λr２（a１-a２）X１ ⑧

T12=（a１-a２）X１　⑨

⊿X12=r2⊿F12-λr2 T12　⑩
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導産業の成長要因を計測したうえで、内陸地域
の産業構造の変化に影響を与えた需要要因を分
析する。

３.1　地域経済成長パターンの比較と「内陸型
開放経済」の現状
内陸地域の経済発展のためには、沿海地域と

は異なる独自の経済成長パターンが必要であ
る。肖・林（2009）は「開放経済」を基礎に「内
陸型開放経済」1５の概念を整理した。「内陸型開
放経済」は、輸出入の促進、外国の資金、技
術、人材の利用を進め、加えて国内の沿海地域
を利用する経済成長パターンである。３. 1では、
DPGモデルを用いて、2002〜2007年、2007〜
2012年、2012〜2017年の３時期において、8地
域の生産額の増加の最大の成長要因を分析す
る。これによって、沿海地域と内陸地域の成長
パターンを比較し、内陸地域における「内陸型
開放経済」の現状を明らかにする。

さて地域経済成長について最も一般的に用い
られている尺度は、①生産量の増加、②労働者
1人あたり生産量の増大、③1人当たり生産量
の増大である（Arm strong. H&Taylor. J, 佐々
木訳、200５）。本研究では①を用いる。附表1
は、全国平均と比較した各地域の生産額および
各需要要因の乖離（DPG）を示している。生産
額の乖離は各要因の乖離の和である。表に示し
たように、2002〜2017年に渡って、技術要因
と固定資本形成要因は各地域の主な成長要因で
あり、輸出および輸入代替は2002〜2007年の
東部沿海地域と2012〜2017年の京津地域しか
確認できなかった。なかでも、2007〜2012年
の時期に、固定資本形成要因は東部沿海と京津
地域を除いた６地域の最大の成長要因である。

以上によれば、2017年まで、輸出と輸入代
替が最大の成長要因となったのは、沿海地域に

限定される。内陸地域における対外貿易の経済
成長への貢献は限られている。また、内陸地域
のみならず、沿海地域の一部の経済成長を支え
た固定資本形成について、産業連関分析ではそ
の主体を掴むことができない。内陸地域におけ
る外資の利用状況を確認するため、外資（海外
資本および香港・マカオ・台湾資本）と内資（国
内資本）の主体別の固定資本投資のデータから
その主体に迫る。

図2は200５〜2017 1６年各地域の外資と内資に
よる固定資本投資残高1７の推移を示している。
これによれば全ての地域において、内資による
固定資本投資は外資によるそれと比べて桁違い
に大きい。200５〜2017年において、全地域の
固定資本投資の増加の大部分は内資によるもの
で、南部と東部沿海地域を除けば、外資による
固定資本投資はほぼ変化がなかった。産業連関
表では明らかではない固定資本投資の主体は、
かくしてほとんどが内資によるものであること
が判明する。

とくに中部地域においては内資による固定資
本投資は急増した。これは2008年のリーマン
ショックによる大幅な景気後退に対する内需
拡大策としてインフラ（鉄道、病院、教育施
設、農村部の上水道や住宅など）投資が行わ
れたからである。201５年以降になると「新常態」
経済に強く影響され、大規模な固定資本投資は
減少した。「内陸型開放経済」に期待された資
本の自由化、なかでも外資導入の増加は、大規
模な内資による固定資本投資と比べるとその効
果がかなり限られている。

このように2002年以降の内陸地域の経済成

───────────

───────────

1５ 「内陸型開放経済」については、2007年10月に
商務部と重慶市政府が『共同建設内陸開放型経
済合作備忘録』に署名し、重慶市を「試験田」（正
式に実行する前にテストを行う場所）とすること
にした。

1６ こ こ で、 国 家 統 計 局（https://data.stats.gov.
cn）に公表した外資（内資）固定資本投資額は
200５年からのものである。200５年以前は欠けて
いる。産業連関分析と同様に、2010年の固定資
産投資価格指数を基準に、実質化した結果である。

17 ここでの固定資本投資は、有形固定資本形成と
ほぼ同義。企業が一定期間に建設または購入し
た不動産、機械、設備や建設、改造、修理費用
などが含まれる。ただし、無形固定資本形成は
含まれない。
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長は、国内資本の大量投入による粗放型成長で
あり、「内陸型開放経済」はまだ形成されてい
ない。内陸地域の粗放型経済成長は不動産価格
の高騰や地方政府債務危機を招いた。一方、沿
海と内陸の地域間所得格差が改善できたことも
事実であり、３. 2では内陸地域の経済成長を支
えた主導産業と衰退産業を特定化するととも
に、その成長および衰退要因を分析し、内陸地
域の産業構造の変化を明らかにしたい。

３.２　内陸地域の産業構造の変化
各産業の生産額のDPG値は当該産業の成長

や衰退を意味する。附表2から附表５は内陸の
中部地域、西北地域、西南地域３地域の17産業
の生産額および各需要要因のDPG値

⑴中部地域では、2002〜2007年においては、
農業、採掘業、商業、運輸業とその他のサービ

ス業は衰退産業であり、その以外の産業は成長
産業であった。なかでも金属製品業が最も成
長している産業で、その成長要因は技術要因
であった。第1次、第３次産業のシェアの減少
と第2次産業のシェアの増加が見られる。2007
〜2012年では、農業、木材加工、家具製造業、
その他の製造業1８とその他のサービス業1９が衰
退産業であった。一方、電子・電機通信設備製
造業は最大の成長産業であり、技術と自地域の

───────────
18 機械設備の修理サービスが含まれる。
19 宿泊業・飲食業、情報伝達・ソフトウェア・情

報技術サービス、金融、不動産、レンタル・ビ
ジネスサービス、科学研究・技術サービス、水・
環境・公共施設の管理、住民サービス、教育、
医療・ソーシャルワーク、文化・スポーツ・エ
ンターテインメント、行政・社会保障・社会組
織が含まれる。

図２　各地域の外資と内資による固定資本投資残高の推移（２00５〜２017年、２010年価格）

（出所）国家統計局『中国統計年鑑』から著者作成。
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固定資本形成がその成長要因であった。2012
〜2017年は、農業のシェアは引き続き減少し、
採掘選別業、冶金圧延、金属製品業と電力・ガ
ス・水供給業においても衰退を示した。一方、
最大の成長産業はその他のサービス業であり、
その成長要因は技術であった。

かくして中部地域の産業は、第2次産業に集
中する傾向になった。その後の2017年ではサー
ビス業がシェアを拡大し、農業から第2次、そ
して第３次産業へ移行が進んでいる。中部地域
の産業構造の変化を主導したのは、資源依存
型重工業である金属加工業や技術集約的な電
子・電機通信設備製造業であり、紡績・アパ
レル業のような伝統的な労働集約型産業では
なかった。

⑵西北地域では、2002〜2007年においては、
農業、その他の製造業とその他のサービス業が
衰退し、採掘業、化学工業と金属製品業が主な
成長産業であり、その成長要因は技術であった。
その後の2007〜2012年では、農業とその他の
サービス業は引き続き衰退し、紡績アパレル業、
機械工業と交通運輸設備製造業の産業シェアも
減少した。一方、採掘業が引き続き成長し、最
大の成長産業になった。その主要な成長要因は、
自地域の固定資本形成であった。2012〜2017
年では、西北地域のほとんどの産業の生産額の
DPG値はマイナスとなった（附表1）。産業の
産出額のDPG値はマイナスであった。最大の
衰退産業は前2期の成長産業であった採掘業で
あり、加えて金属製品業、農業、化学工業など
も大幅に衰退した。最大の成長産業はその他の
サービス業であった、成長産業の成長の度合い
は非常に小さく、それは地域全体の成長に導く
ことができなかった。

西北地域は中部地域と異なって、成長産業は
重工業に集中し、第３次産業のシェアの増加は
わずかである。また西北地域は内陸３地域のな
かで、唯一、産業全体の生産額のDPG値がマ
イナスになった地域である。

⑶西南地域では、2002〜2007年において、
農業、採掘業、製紙印刷文教用品製造業とその

他のサービス業が衰退産業であり、食品製造、
煙草加工業、交通運輸設備製造業と電力・ガ
ス・水供給業は主な成長産業である。食品製造、
煙草加工業と電力・ガス・水供給業の成長要因
は技術要因である２0。2007〜2012年では、衰退
した産業は農業をはじめ、金属製品業とその他
の製造業、電力・ガス・水供給業、商業及び運
輸業とその他のサービスである。一方、電子・
電機通信設備製造業は大きく成長し、技術がそ
の最大の成長要因であった。2012〜2017年で
は農業、採掘業、紡績アパレル業、金属製品業、
機械工業、電力・ガス・水供給業が衰退した。
一方、その他のサービス業が大幅に成長し、建
築業と電子・電機通信設備製造業も成長した。
建築業の成長要因は自地域の固定資本形成であ
り、他の産業の成長要因は主に技術であった。
西南地域の産業構造については、中部地域と同
様に、農業から第2次・第３次産業へ生産シェ
アが移る産業高度化が確認できる。

以上をまとめると、第1に、内陸３地域では
産業構造の高度化が進んでおり、沿海地域との
産業構造の差異は縮小している。第2次産業の
成長要因は主に技術であり、加えて自地域固定
資本形成によるものである。サービス業におけ
る自地域の都市消費も成長要因であったが、技
術要因よりは劣る。第2に、他地域の最終需要
要因の影響はかなり限られている。「先富論」
が期待したような沿海部の最終需要によって内
陸部の生産増加が誘発されるという生産誘発効
果は小さかった。第３に、各地域の成長産業に
ついては、西北地域では採掘業、化学工業など
の重工業が地域の成長を牽引する主導産業であ
り、中部と西南地域では資源型産業に加えて、
電子・電機通信設備製造業のような高技術製造
業も地域成長を牽引した。第4に、成長産業に
ついては、自地域の固定資本形成と技術が主な
成長要因であり、輸出、輸入代替は個別産業の
───────────
20 2002〜2007年の西南地域の成長産業である交通

運輸設備製造業の最大の成長要因はその他（エ
ラー値）であり、他地域の最終需要要因が第2の
成長要因である。
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成長に貢献しているものの、最大の成長要因で
はなかった。

内陸地域の経済成長において、輸出と輸入、
外資による固定資本形成の増加は限られてお
り、さらには他地域の最終需要の貢献も限られ
ていた。かくして少なくともディマンドサイド
からみる限り、「内陸型開放経済」はまだ実現
していない。内陸地域では、産業構造の高度化
が進んたが、その高度化を導いたのは固定資本
や技術のような構造的な要因である。「新常態」
（2014年）のもとでも、こうした構造的特徴は
大きく変化することはなかった。

おわりに

本研究は、2000年以降の「内陸型開放経済」
の形成状況及び内陸地域と沿海地域との経済
格差の変化を明らかにするために、2002年、
2007年、2012年、2017年の中国多地域間産業
連関表を用いて、沿海地域と内陸地域の成長パ
ターンを比較したうえで内陸３地域の産業構造
の変化を分析した。その結果、内陸地域の産業
構造の高度化と沿海地域との格差の縮小が見ら
れた。そして、重化学工業以外の高技術製造業
の発展も見られた。ただし、比例成長乖離分析
による成長要因分析によれば、内陸地域の経済
成長および産業構造の高度化は大規模な内資に
よる固定資本形成および技術要因に基づくもの
であった。

また「内陸型開放経済」の形成は確認できな
かった。内陸地域の構造から経済成長パターン
を変えるには、ディマンドサイドとサプライサ
イドの新しい調整および国内分業、国際分業を
進めることが重要である。

APPENDIX

２01２年及び２017年の中国多地域産業連関表の
作成について

2012年と2017年の中国地区投入産出表（表
4）は３0地域（チベットを除き、省自治区直轄

市単位）の各地域の産業連関表である。この
３0地域の産業連関表を表1の地域分類に基づい
て、8地域に統合した多地域産業連関表に作成
した。

次に各地域の産業連関表を多地域産業連関表
に統合する方法について説明する。本稿では多
地域産業連関表の移出の合計と移入の合計とを
一致させるため、移入の金額を調整した。その
調整内容とは、移入調整の分を輸入額とし、元
の生産額を維持するというものである

具体的には、次の作業をおこなった。まず、
地域産業連関表の各産業の中間財シェアと最終
財シェアを移入の対角行列に掛け、各産業の中
間財と最終財に含まれる移入部分を求めた。同
時に、移入を除く中間財と最終財を推計した。

次いで、2007年の多地域産業連関表（表３）
の移出割合をベースに、2012年、2017年の中
間財と最終財の移出割合を推計する。2007年
表の中間財と最終財のすべての地域への供給か
ら自地域の供給を引き、その合計を移出と定義
する。2007年表の各地域各産業の中間財と最
終財の移出割合を求める。この2007年表の移
出割合を用いて、2012年表及び2017年表の移
出から中間財と最終財の移出を分割する。

最後に、RAS法でバランスをとって、2012
年および2017年の多地域間の中間需要及び最
終需要を推計する。付加価値および在庫、輸出、
その他、輸入はRAS法によって変換していな
い。最終的に、RAS法で求めた2012年、2017
年表の行の合計と列の合計とが一致することに
なる。

中国多地域産業連関表の実質化について
2002年、2007年、2012年、2017年の中国多

地域産業連関表は当年価格で表示されている
ため、基準年に基づき、実質化する必要があ
る。そこで、本研究では、2010年を基準年とし、
Timmer et al. （201５）が作成したWIOD（World 
Input Output Database）の各産業のデフレー
ターを用いて実質化を行った。なお、WIODの
2014年以降のデフレーターが欠けていたため、
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2014年の産業別デフレーターとGDPデフレー
ターを用いて、2017年の産業デフレーターを
推計し、2017年表を実質化した。

2010年 を 基 準 年 と し た2002年、2007年、
2012年と2014年のWIODによる５６の産業部門
別 のGO（Gross Output of industry at current 
basic price）とGO_PI（Price levels of gross 
output）を用いる。まず、MRIOの17の産業分
類に従い、GOの統合を行い、17の産業の名目
総産出を算出する。次に、５６の産業の実質総
産出を算出する。そのうえで、統合を行い、17
の産業部門の実質総産出を算出する。17の産
業部門の名目総産出および実質総産出は表６に
示されている。表６に基づいて、2002年、2007
年、2012年と2014年の17の産業部門のデフレー
ターを算出する。2014年を基準年とし、2017
年のGDPデフレーターは1. 2３（2014＝1）で
あり、2014年の産業デフレーターに2017年の
GDPデフレーターをかけ、2017年の産業デフ
レーターを推計する。デフレーターの計算およ
び推計結果は表7に示している。
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表6　各産業の実質総産出と名目総産出（２00２、２007、２01２、２01４年）

表7　本研究に用いた各産業の価格指数（２010=1、２00２年、２007年、２01２年、２017年）

（出所）WIOD Databaseから著者作成。

（出所）WIOD Databaseから著者作成。

実質総産出（billion CNY） 名目総産出（billion CNY）
産業 2002 2007 2012 2014 2002 2007 2012 2014
農業 5,353 6,200 7,537 8,163 2,842 4,884 8,935 10,265

採掘業 2,281 3,507 5,230 7,329 1,018 2,846 5,892 7,542
食品製造、煙草加工業 1,938 4,325 9,010 10,868 1,425 3,832 9,323 11,105

紡績アパレル業 1,757 4,194 6,457 7,663 1,538 3,951 6,681 7,831
木材加工、家具製造業 440 1,052 1,937 2,409 389 1,004 2,005 2,462

製紙印刷文教用品製造業 582 1,136 1,774 2,086 558 1,098 1,835 2,131
化学工業 4,150 8,452 15,681 18,376 2,721 7,586 16,227 18,778

非金属鉱物製品業 671 2,293 4,331 5,365 571 2,083 4,481 5,482
金属製品業 3,241 7,527 12,620 14,742 2,102 7,196 13,059 15,064
機械工業 1,416 3,751 5,986 7,133 1,279 3,606 6,195 7,289

交通運輸設備製造業 917 3,067 8,032 9,822 949 3,012 8,311 10,037
電子・電機通信設備製造業 1,798 6,684 13,470 15,866 2,028 7,044 13,938 16,213

その他の製造業 551 980 882 1,076 418 893 912 1,100
電力・ガス・水供給業 1,944 4,802 5,063 6,597 1,593 4,495 5,269 6,744

建築業 4,138 7,894 13,647 16,313 2,758 6,611 15,338 18,639
商業、運輸業 4,360 7,321 12,127 14,316 3,347 6,553 13,402 16,535

その他のサービス業 9,508 17,181 25,866 30,101 6,017 14,336 29,749 37,806

価格指数（2010=1）
産業 2002 2007 2012 2014 2017（ 推計）
農業 0.53 0.79 1.19 1.26 1.54

採掘業 0.45 0.81 1.13 1.03 1.26
食品製造、煙草加工業 0.74 0.89 1.03 1.02 1.25

紡績アパレル業 0.88 0.94 1.03 1.02 1.25
木材加工、家具製造業 0.88 0.95 1.03 1.02 1.25

製紙印刷文教用品製造業 0.96 0.97 1.03 1.02 1.25
化学工業 0.66 0.90 1.03 1.02 1.25

非金属鉱物製品業 0.85 0.91 1.03 1.02 1.25
金属製品業 0.65 0.96 1.03 1.02 1.25
機械工業 0.90 0.96 1.03 1.02 1.25

交通運輸設備製造業 1.03 0.98 1.03 1.02 1.25
電子・電機通信設備製造業 1.13 1.05 1.03 1.02 1.25

その他の製造業 0.76 0.91 1.03 1.02 1.25
電力・ガス・水供給業 0.82 0.94 1.04 1.02 1.25

建築業 0.67 0.84 1.12 1.14 1.40
商業、運輸業 0.77 0.90 1.11 1.15 1.42

その他のサービス業 0.63 0.83 1.15 1.26 1.54
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実質総産出（billion CNY） 名目総産出（billion CNY）
産業 2002 2007 2012 2014 2002 2007 2012 2014
農業 5,353 6,200 7,537 8,163 2,842 4,884 8,935 10,265

採掘業 2,281 3,507 5,230 7,329 1,018 2,846 5,892 7,542
食品製造、煙草加工業 1,938 4,325 9,010 10,868 1,425 3,832 9,323 11,105

紡績アパレル業 1,757 4,194 6,457 7,663 1,538 3,951 6,681 7,831
木材加工、家具製造業 440 1,052 1,937 2,409 389 1,004 2,005 2,462

製紙印刷文教用品製造業 582 1,136 1,774 2,086 558 1,098 1,835 2,131
化学工業 4,150 8,452 15,681 18,376 2,721 7,586 16,227 18,778

非金属鉱物製品業 671 2,293 4,331 5,365 571 2,083 4,481 5,482
金属製品業 3,241 7,527 12,620 14,742 2,102 7,196 13,059 15,064
機械工業 1,416 3,751 5,986 7,133 1,279 3,606 6,195 7,289

交通運輸設備製造業 917 3,067 8,032 9,822 949 3,012 8,311 10,037
電子・電機通信設備製造業 1,798 6,684 13,470 15,866 2,028 7,044 13,938 16,213

その他の製造業 551 980 882 1,076 418 893 912 1,100
電力・ガス・水供給業 1,944 4,802 5,063 6,597 1,593 4,495 5,269 6,744

建築業 4,138 7,894 13,647 16,313 2,758 6,611 15,338 18,639
商業、運輸業 4,360 7,321 12,127 14,316 3,347 6,553 13,402 16,535

その他のサービス業 9,508 17,181 25,866 30,101 6,017 14,336 29,749 37,806

価格指数（2010=1）
産業 2002 2007 2012 2014 2017（ 推計）
農業 0.53 0.79 1.19 1.26 1.54

採掘業 0.45 0.81 1.13 1.03 1.26
食品製造、煙草加工業 0.74 0.89 1.03 1.02 1.25

紡績アパレル業 0.88 0.94 1.03 1.02 1.25
木材加工、家具製造業 0.88 0.95 1.03 1.02 1.25

製紙印刷文教用品製造業 0.96 0.97 1.03 1.02 1.25
化学工業 0.66 0.90 1.03 1.02 1.25

非金属鉱物製品業 0.85 0.91 1.03 1.02 1.25
金属製品業 0.65 0.96 1.03 1.02 1.25
機械工業 0.90 0.96 1.03 1.02 1.25

交通運輸設備製造業 1.03 0.98 1.03 1.02 1.25
電子・電機通信設備製造業 1.13 1.05 1.03 1.02 1.25

その他の製造業 0.76 0.91 1.03 1.02 1.25
電力・ガス・水供給業 0.82 0.94 1.04 1.02 1.25

建築業 0.67 0.84 1.12 1.14 1.40
商業、運輸業 0.77 0.90 1.11 1.15 1.42

その他のサービス業 0.63 0.83 1.15 1.26 1.54

17比例成長乖離分析による中国の内陸地域の経済成長に関する考察
-地域成長パターンの差異を中心に-
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-地域成長パターンの差異を中心に-
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て
計
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。

21比例成長乖離分析による中国の内陸地域の経済成長に関する考察
-地域成長パターンの差異を中心に-
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時 期
産

業
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北
地

域
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終
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要
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要

在
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住
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消
費
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住
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費
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業
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.1 
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-1
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11
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.2 
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3.6
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8.6
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品
製

造
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煙
草

加
工

業
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.0 
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.9 
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6.9
 

-6
7.3

 
-3
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.9 
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.5 
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.3 
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82
.7 
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.0 

59
6.4

 
-9
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2.3

 
-2

52
.5

11
02
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造
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-2
41
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3.7
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　This paper examines the growth patterns in different regions of China and the factors 
contributing to the growth of leading industries in non-coastal regions since 2002. Using the Multi 
Regional Input-Output table of 2002, 2007, 2012 and 2017, as well as the DPG（Deviation from 
Proportional Growth） model, this study clarifies that there has been an upgrade in industrial 
structure in non-coastal regions. The regional disparity between coastal and non-coastal regions 
in China has been reduced, and the leading industries in non-coastal regions have experienced 
technological change （the increase in intermediate use） and increased fixed capital formation. 
However, it is important to note that such growth of non-coastal region heavily relied on 
excessive fixed capital formation.
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